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１ 福岡県の概要

総 人 口

総 面 積

県内総生産

５０７万人（２０１０年／全国第９位）

４，９７７km2（２００９年／全国第２９位）

１８兆２００億円（２００８年度／全国第９位）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

福岡県
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２ 福岡県の強み(1)

○ 中国や韓国など近隣諸国の主要都市が１０００ｋｍ以内に存在。

○ 上海まで１時間３０分、ソウルまで１時間余りで移動が可能。

（１）成長著しいアジアと近接
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アジアへの国際定期航空路
世界8カ国・地域、19都市、
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（2011年8月現在）
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２ 福岡県の強み(2)

○ 陸・海・空の交通基盤が充実。

○ 九州新幹線が全線開通⇒ビジネス・観光・文化を通じた人々の交流が一層盛んに。
（平成２３年３月）

（２）充実した交通基盤

福岡空港

●福岡空港への
アクセス

福岡都心部から
約５～１０分!!

北九州空港
●北九州空港時刻表(H23.8月現在）

始発 ５：３０ ７：００

最終 ２４：３５ ２２：５５

北九州 羽田

苅田港

北九州空港

北九州港
高速道路

山陽新幹線

九州新幹線

古賀市

福津市

宗像市
中間市

北九州市

行橋市

直方市

小倉駅

JR(在来線)

有明海沿岸道路
年間着陸回数

旅客数

国内 第３位

国内 第４位

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

（国際拠点港湾）

アクセス 約５～１０分!!

天神 博多
福岡
空港

（福岡市営地下鉄利用）

博多港

（国際拠点港湾）北九州港

出典：北九州港ホームページ

出典：国土交通省港湾局調べ
（2010年速報値）

出典：国土交通省港湾局調べ
（2010年速報値）

出典：博多港ホームページ

（重要港湾）

苅田港

（重要港湾）

三池港

2006年4月 三池港～釜山港間
コンテナ定期航路開設

●博多港～上海のネットワーク

３

６分 ５分

外航旅客数

外貿コンテナ貨物量

出典：博多港ホームページ

外航旅客数

福岡県
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最速79分!!
博多～鹿児島中央



２ 福岡県の強み(3)

（３）潜在力～豊富な人材とローコストな環境

20,922

9,137 8,55410,000

15,000

20,000

25,000

豊富な理工系人材

（単位：人）

2010年度 都道府県別 大学（理工系）入学定員数

福岡県には、高水準の教育と技術力を身につけ、働く意欲に満ちた優秀な若い人材が豊富です。特に理工
系の学生が多く、毎年多数の学生を輩出しています。
また、外国人留学生も多く、国際化が進んでいます。

①多彩な人材を育む充実の教育機関と優秀な人材

外国人留学生
2010年度 都道府県別 外国人留学生数

（単位：人）
45,617
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（出典）全国学校データ研究所編「全国学校総覧（2010年版）」より集計

2010年度 都道府県別
国立大学（理工系）入学定員数

（単位：人）
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（出典）独立行政法人日本学生支援機構「平成22年度外国人留学生在籍状況調査」

6,773 6,153
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（出典）独立行政法人日本学生支援機構「平成22年度外国人留学生在籍状況調査」、福岡地域留学生交流推進協議会会報

2010年度 出身地域別 外国人留学生構成比
■ 福岡県

アジア＝96.0％ アジア＝92.4％

■ 全国

第３位
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4,841

5,577

8,958

4,410

２ 福岡県の強み(4)

安価な住宅環境

住宅地の平均価格
家賃及び車庫代

（単位：円/坪）（単位：円/㎡）
•民営家賃（月額）

②ゆとりのある生活とローコストなビジネス環境

福岡県は、住宅事情・消費者物価がとてもリーズナブル。ゆとりのある生活が福岡の魅力で、その
魅力は海外からも評価されています。

312,700

151,700

101,400

消費者物価 （全国平均＝１００）

99.5 99.5

110.0
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100.0

東京都区部

大阪市

名古屋市

仙台市

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

4 ,3 06

3 ,9 16

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

商業地

土地の平均価格 オフィス賃料
（月額平均募集賃料）工業地 （単位：円/坪）（単位：円/㎡） （単位：円/㎡）

（出典）国土交通省「平成22年度都道府県地価調査」
（出典）総務省統計局「小売物価統計調査（2011年6月）

「Office Market Report Japan Vol.58」（出典）国土交通省「平成22年度都道府県地価調査」
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（出典）シービー・リチャードエリス（株）
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５

（出典）総務省統計局「平成21年平均消費者物価地域差指数」

東京都

区部

大阪市 名古屋市 福岡市 仙台市 北九州市

福岡市

北九州市

海外からの評価

イギリスの情報誌
「MONOCLE」

『2011 世界で最も住み
やすい都市ベスト２５』

1 ヘルシンキ

2 チューリッヒ

3 コペンハーゲン

…

9 東京

16 福岡

21 京都

第16位福岡＝



３ 平成２３年度予算の概要 ～予算編成の基本的な考え方～

■ 必要な行政サービスを効率的に提供

■ 行財政改革に引き続き取り組む

■ 地域経済の発展と景気の下支え

■ 雇用の確保による県民生活の安定

平成２３年度重点施策体系

メリハリをつけた

予算配分

平成２３年度財政規模 平成２３年度重点施策体系平成２３年度財政規模

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

■ 「元気を西から」

活力と成長力に満ちた経済と雇用の創出

➣ 中小企業・農林水産業の振興

➣ アジアに向けたビジネス・交流拠点づくり

➣ ２１世紀型先端成長産業の育成 など

■ 総合的な防災対策の実施

■ はつらつ、健やか、共に支えあう安心社会

■ 子どもが将来に向かって夢を広げ、はばたく社会

■ 環境にやさしく、快適に暮らせる社会

■ 県民とともに進める県政

平成２３年度重点施策体系

区分
平成23年度

当初予算

平成22年度

当初予算
増減額 増減率

一般会計 16,195 15,900 295 1.9%

公共事業費 2,027 2,073 ▲46 ▲2.2%

うち単独事業費 880 768 112 14.6%

行政施策費 2,683 2,658 25 0.9%

うち単独行政費 2,117 2,058 59 2.9%

平成２３年度財政規模
（単位：億円）

平成２３年度重点施策体系平成２３年度財政規模
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①北部九州自動車１５０万台先進生産拠点推進構想

（１）２１世紀型先端成長産業の育成

目 標 進 捗

自動車生産１５０万台 Ｈ２２：１０９万台（生産能力＝１５４万台）

地元調達率７０％ Ｈ１８：５０％ Ｈ２１：６０％

４ 福岡県の経済活性化施策(1)

北部九州自動車生産の推移

<万台> <％>
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※ダイハツ車体（株）操業開始(’04.12)

トヨタ自動車九州（株）生産能力強化（’05.9)

ダイハツ九州（株）生産能力強化（’07.11)

日産車体九州（株）操業開始（’09.12)

※2006年6月に「ダイハツ九州（株）」に商号変更



②有機ＥＬ、システムLSIなどの拠点化の推進

■ 有機ＥＬ
▽ 有機EL（電子発光）新素材による製品化を迅速に進め、北部九州を有機
EL関連産業の一大研究拠点とする。

■ システムLSI
▽ シリコンシーベルト（韓国、九州、台湾、シンガポー
ル等を結ぶ半導体生産のベルト地帯）地域の核とな

４ 福岡県の経済活性化施策(2)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

■ バイオ産業
▽ 県南の中核都市である久留米市を中心にバイオ技術を核とした新産業の
創出や関連企業・研究機関の一大集積（バイオクラスター）を推進する。

ル等を結ぶ半導体生産のベルト地帯）地域の核とな
る世界レベルの先端半導体開発拠点を構築。

■ Ｒｕｂｙ
▽ 生産性の高い日本発明のプログラミング言語「Ｒｕｂｙ」を活用した企業活動
を支援することにより、福岡を「世界最先進・最大のRubyビジネス拠点」とする。

８



（２）省エネルギー・次世代エネルギー社会の実現

■ 福岡水素戦略（Hy-Lifeプロジェクト）
▽ 水素エネルギー分野におけるわが国最大の産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略
会議」を中核に、低炭素社会の実現と水素エネルギー新産業の育成・集積を目指す。

福岡水素エネルギー人材育成センター

産業技術総合研究所
水素材料先端科学研究センター

水素ハイウェイの構築

４ 福岡県の経済活性化施策(3)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

９

① 地球温暖化対策の推進
② 新エネルギーの普及促進
③ 地域イノベーションの創出

水素エネルギー製品研究試験センター

水素タウンの整備

水素先端世界フォーラム

研究開発

水素人材育成

世界最先端の
水素情報交流拠点の構築

水素エネルギー新産業の
育成・集積

社会実証
（実証活動）



５ グリーンアジア国際戦略総合特区(1)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

我が国を取り巻く状況

・関東圏・太平洋ベルト地帯への機能集中

・東日本大震災を機に、改めて国土政策の再考が求められている。

・エネルギーの安定供給や経済の安全保障の観点からも、各種機能の分散を図る必要がある。

・少子高齢化の進展により内需は伸び悩み。急速なグローバル化と最近の急激な円高の進展に

伴い、深刻な空洞化の危機に直面している。

１０



新成長戦略の戦略分野

国の新成長戦略
～｢元気な日本｣復活のシナリオ～

平成２２年６月１８日

｢新成長戦略｣では、｢グリーン・イノベーション｣、｢ライフ・イノベーション｣、｢アジア経済｣、｢観光・地
域｣を成長分野に掲げ、これらを支える基盤として｢科学・技術・情報通信｣、｢雇用・人材｣、｢金融｣に
関する戦略を実施する。

グリーン・イノベーショ 掲げる目標（２０２０年）：５０兆円超の新規市場

５ グリーンアジア国際戦略総合特区(2)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

グリーン・イノベーショ
ン

アジア経済戦略

掲げる目標（２０２０年）：５０兆円超の新規市場
１４０万人の雇用創造
世界で１３億トンのCO2削減

掲げる目標（２０２０年）：アジア太平洋自由貿易圏の構築
ヒト・モノ・カネの流れ倍増
アジアの所得倍増を通じた成長

観光・地域ライフ・イノベーション

雇用・人材 金融科学・技術・通信立国
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環境トップランナーとしての技術・ノウハウ・ブラ
ンドの蓄積と緊密なアジアとのネットワーク

◆公害を克服した技術や人材、世界に誇る省エネ
・省資源をはじめ環境関連の産業・研究機能の
集積

◆環境分野における先駆的な取組

◆アジアとの人材・経験・信頼のネットワーク

環境で成長を目指す積極的リーダーシップの下
産学官民が結束

◆環境に関する経験・技術と環境協力等による都
市・地域間ネットワークを活用して、アジアを中心
に企業の海外展開の促進や技術交流を展開

◆低消費電力半導体等グリーンデバイス、環境対

応車、省エネ貢献ロボットなど、省資源・省力化を

進める環境配慮型の製品のＲ＆Ｄから生産・利

本地域の本気度本地域の強み

５ グリーンアジア国際戦略総合特区(3)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

◆アジアとの人材・経験・信頼のネットワーク

◆パワー半導体、ＬＥＤ、低燃費車など環境性能の

高い製品の生産拠点の集積

◆成長するアジア市場への地理的近接性、高いア

ジアとの親和性

進める環境配慮型の製品のＲ＆Ｄから生産・利

用

までの拠点整備を産学官により推進

◆アジアとのヒト・モノ・カネの交流の飛躍的拡大を

推進

我が国のグリーンイノベーションを先導することで、環境
を軸とした産業の売上高を大幅に拡大
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【定性的目標】
•世界の環境課題対応先進国として我が国が培ってきた、都市環境インフラ関連産業や技
術をパッケージ化してアジアの諸都市に提供する。
•グリーンイノベーションの新たな創造を更に推し進め、アジアの活力を取り込み、アジアか
ら世界に向けて展開し、アジアと共に成長することを目指す

【数値目標】
•我が国のグリーンイノベーションを先導することで、環境を軸とした産業の売上高を大幅に
拡大させ、国の新成長戦 略に掲げられたグリーン・イノベーションにより2020年までに50

特区により実現を図る目標

５ グリーンアジア国際戦略総合特区(4)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

拡大させ、国の新成長戦 略に掲げられたグリーン・イノベーションにより2020年までに50
兆円超の新規市場を創出するとの目標のうち、その約1割にあたる約5兆円の追加売上
高を目指す

環境を軸とした産業の年間売上高
約0. 2兆円

（2010年12月現在）

約5.2兆円
（2020年12月）

１３



アジアの活力を取り込み、環境を軸とした産業の競争力を強化する。

地域に蓄積された産業・技術・人材・ネットワークなどの強みを活かし、アジアの活力を取り
込むことで、グリーンイノベーションをアジアから世界に展開する拠点となる。

目標を実現するための政策課題

課題の解決策

５ グリーンアジア国際戦略総合特区(5)

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

●アジア低炭素化センター
（環境ビジネスのアジア
展開支援）
●官民連携による海外水ビ
ジネスの展開
●スマートコミュニティ創
造事業

●資源リサイクル等に関す
る次世代拠点の形成

●東アジア海上高速グﾘー
ン物流網と拠点の形成
●中小企業のアジア展開
支援

●環境配慮型高機能・高コス
トパフォーマンス製品開
発・生産拠点の構築
●グリーンイノベーション研
究拠点の形成

込むことで、グリーンイノベーションをアジアから世界に展開する拠点となる。

「アジア低炭素化センター」
によるパッケージを中心に
した環境ビジネスのアジア
展開

Ⅰ

グリーンイノベーションを主
導する産業拠点の形成

Ⅱ
資源リサイクル等に関す
る次世代拠点の形成と
展開

Ⅲ
アジアとのネットワークを
活用したシームレスなビ
ジネス環境の実現

ⅣⅠ

実施する事業

１４



○ 実質収支 平成２２年度は約１８億円の黒字となりました。実質収支の黒字は３５年連続です。
○ 歳 入 景気に持ち直しに向けた動きがみられたことから、県税と地方法人特別譲与税との合算では増加に転じ

ました。また、地方財政対策において実質的地方交付税の総額が約３．６兆円増額されたことにより、地方
交付税等は増加しました。一方、国庫支出金は、雇用・景気対策のための交付金等が大幅減となったこと
により減少しています。

○ 歳 出 現下の厳しい経済情勢を踏まえ、農業、福祉・介護への人材移転などの雇用対策や景気を浮揚させる単
独公共事業の重点実施に積極的に取り組みました。また、公債費や社会保障関係費の増加が続く中で、
職員定数の削減、事務事業の見直し等の歳出抑制に極力努めました。

※実質収支＝歳入歳出差引額から翌年度へ

繰り越すべき財源を控除した額。

＜平成２２年度決算収支状況＞
区 分 決算額

歳入総額 (a) 1,610,614

歳出総額 (b) 1,584,229

翌年度へ繰り越すべき財源 (c) 24,549

（単位：百万円）

６ 平成２２年度普通会計決算の概要

福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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14,912 14,811 14,873 14,847
15,066

16,106

15,372

14,782

16,924

16,044
15,842

14,763
14,59114,570

16,576

14,505 14,44514,538

15,099

15,729

18171718191818161618

1兆2,000億円 

1兆3,000億円 

1兆4,000億円 

1兆5,000億円 

1兆6,000億円 

1兆7,000億円 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

0億円

10億円

20億円

30億円

40億円

50億円

歳入 歳出 実質収支

(歳入・歳出) (実質収支)
＜普通会計決算規模の推移＞

実質収支 (a)-(b)-(c) 1,836



６ 平成２２年度普通会計決算の概要 ～対前年度比較表～
（単位：億円、％）

平成22年度 平成21年度 増減額 増減率

決算額(a) 決算額(b) (a)－(b) (a)/(b)

歳入総額 16,106 16,924 ▲ 818 95.2

4,922 5,155 ▲ 233 95.5

法人二税 939 1,117 ▲ 178 84.1

3,983 4,038 ▲ 55 98.6

596 295 301 202.1

地方法人特別譲与税 548 248 300 221.1

その他 48 47 1 102.3

4,500 4,040 460 111.4

2,837 2,766 71 102.6

1,663 1,037 626 160.3

0 237 ▲ 237 0.0

2,310 3,189 ▲ 879 72.4

1,132 1,633 ▲ 501 69.3

2,646 2,611 35 101.3

0 35 ▲ 35 0.0

区　　　　分

（１）県税

その他

臨時財政対策債

（２）地方譲与税

（３）地方交付税等

地方交付税

（５）県債（臨時財政対策債等を除く）

減収補てん債

（６）その他

うち三基金からの繰入

（４）国庫支出金

県 税

生産活動の持ち直し等により製造業の一部に業績の改善がみられたものの、法
人事業税の一部国税化の平年度化（地方法人特別税：影響額２３９億円）により
法人二税が１７８億円の減となったほか、個人所得の減少に伴い個人県民税が
８４億円の減となった。

地方譲与税

地方法人特別税を都道府県へ再分配する地方法人特別譲与税が３００億円の
増となった。

地方交付税等

減収補てん債が２３７億円減少したものの、地方財政対策において実質的地方
交付税の総額が約３．６兆円増額されたことにより、地方交付税が７１億円、臨時
財政対策債が６２６億円の増となった。

国庫支出金

地域活性化・公共投資臨時交付金、介護職員処遇改善交付金、介護基盤緊急

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

１６

雇用・景気対策基金積立金

緊急雇用創出事業、介護職員処遇改善、介護基盤緊急整備等の雇用・景気対
策を実施するための基金積立金が７３３億円の減となった。

歳出総額 15,842 16,576 ▲ 734 95.6

7,554 7,417 137 101.8

5,071 5,051 20 100.4

うち職員給 3,670 3,745 ▲ 75 98.0

うち共済負担金 806 754 52 106.9

うち退職手当 501 461 40 108.7

637 595 42 107.1

1,846 1,771 75 104.2

2,521 2,767 ▲ 246 91.1

835 1,023 ▲ 188 81.6

1,272 1,110 162 114.6

376 594 ▲ 218 63.3

38 39 ▲ 1 96.6

5,768 6,393 ▲ 625 90.2

262 169 93 155.1

73 0 73 皆増

987 936 51 105.5

339 322 17 105.2

229 962 ▲ 733 23.8

3,878 4,004 ▲ 126 96.9

（１）義務的経費

人件費

扶助費（生活保護費等）

公債費

（２）投資的経費

補助公共事業費

災害復旧事業費

雇用・景気対策基金事業費

（３）その他

直轄事業負担金等

単独公共事業費

その他

私立高等学校等就学支援金交付金

雇用・景気対策基金積立金

後期高齢者医療費県費負担金等

国民健康保険関係費

県 債（臨時財政対策債等を除く）
補助公共事業費、直轄事業費、繰越事業費の減等により減となった。

人 件 費

職員定員の削減や期末・勤勉手当の引き下げ等を行ったことにより職員給は減
となったものの、共済組合負担金や退職手当が増になった。

投資的経費

景気を浮揚させる観点から単独公共事業費を１６２億円伸ばしたが、補助公共
事業費（▲１８８億円）及び直轄事業費（▲２１８億円）はそれぞれ大幅に減となっ
た。

地域活性化・公共投資臨時交付金、介護職員処遇改善交付金、介護基盤緊急
整備等交付金など、雇用・景気対策のための交付金等が減少した。



７ 県債残高の状況

3,149 3,513
3,955

4,881 6,424

30,567

25,924 26,665
27,634

29,200

25,19524,596

29,490
28,099

26,536
25,56424,841

23,541
24,13425,000

30,000

35,000

800

900

1,000

○ 地方交付税の振替財源である臨時財政対策債が増加したものの、減収補てん債の減や補助
公共事業費、直轄事業費の減等に伴い、県債の発行額は１１２億円減少しました。

○ 県民一人当たりの県債残高は、全国平均より低い水準を維持しています。
（平成２１年度は全国で低い方から８番目）

【一人当たり県債残高】
（単位：千円）

県債残高の約５６％
（１兆６，５２７億円）
については、交付税
等により財源措置さ

【県債残高】
（単位：億円）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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通常債等残高（普通会計） 臨時財政対策債残高（普通会計） 県債残高（全会計）

一人当たり県債残高：福岡県 一人当たり県債残高：全国（東京都除く）

等により財源措置さ
れます。

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度



８ 基金残高の状況

1,857
2,000

財政調整基金等の三基金の残高は、県税の増収、経費の節減に努めたこと等により、４０１億円を確保
しました。

【基金残高】
（単位：億円）

○ 三基金の残高

○ 減債基金（満期一括償還分）の残高

減債基金（満期一括償還分）については、「公債管理特別会計」を設置し、確実に積立てを行っています。
この積立金については、財源調整のための取崩しや貸付けは一切行っていません。
平成２２年度は満期が来た県債の償還に充当した額以上に積立額が多かったことから、減債基金の残

高は前年度より増加しています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

１８
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

三基金残高（満期一括償還分除く） 基金残高（満期一括償還分）

※三基金は、財政調整基金、減債基金（満期一括償還分を除く）及び公共施設整備基金。

（単位：億円）



９ 公営企業会計の状況

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
（実質収支）

病院事業会計 2,245 2,282 △ 37 2,197

電気事業会計 479 463 16 2,181

工業用水道事業会計 1,580 1,281 299 2,347

工業用地造成事業会計 382 820 △ 438 636

本県のすべての公営企業会計において実質収支がプラスとなっており、健全な財政運営を行っ
ています。 （単位：百万円）

○ 平成２２年度決算

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

１９

病院事業については、毎年度４０億円程度の繰入を行っており、一般会計の大きな負担となっていたことなどから、
平成１５年度に「県立病院改革（移譲及び公設民営化）に関する計画」を策定し、全ての県立病院を民営化するとい
う他に例を見ない改革に取り組んできました。

この計画に基づき、平成１７年４月に消化器医療センター朝倉病院、遠賀病院を民間移譲、精神医療センター太
宰府病院を公設民営化し、平成１９年４月に柳川病院、嘉穂病院を民間移譲しました。

本県は、既に県立５病院全ての民営化が完了しています。

工業用地造成事業会計 382 820 △ 438 636

県営埠頭施設整備運営事業特別会計 8,241 8,202 39 0

流域下水道事業特別会計 20,080 1,7889 2,191 1,831

○ 県立病院改革



１０ 主な外郭団体の状況

本県が出資する主な公社については、健全に運営されています。なお、土地開発公社については、用地取得事務
受託収入の増及び経費節減により、平成２２年度に累積欠損金が解消されました。

○ 主な公社の状況（平成２２年度）

区分
福岡県

土地開発公社

福岡県

道路公社

福岡北九州

高速道路公社

福岡県

住宅供給公社

出
資
状
況

資本金 30 29,747 220,256 5

うち本県出資額 30 22.357 110,128 4

出資比率（％） 100.0 75.2 50.0 76.0

出資団体数 1 2 3 7

貸
借
対
照
表

資産 8,745 106,063 1,246,169 65,633

負債 8,692 76,316 1,025,148 48,571

資本 53 29,747 221,021 17,062

（単位：百万円）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２０

○ 第三セクター等の状況（平成２２年度）
本県の出資割合が２５％以上、又は本県から財政的支援を受けている財団法人等（４３団体）の状況は次のとおり

です。資本又は正味財産がマイナスの団体は１団体のみで、この団体も経営改善に取り組み、債務超過の解消を
図っています。

貸
借
対
照
表

負債・資本計 8,745 106,063 1,246,169 65,633

損
益
計
算
書

当期利益 56 0 56 781

前期繰越利益等 △ 32 0 708 7,201

当期未処分利益 24 0 764 7,982

純資産又は正味財産 うち本県出資金 本県からの補助金 本県からの貸付金

（４２団体） 117,105 66,423 6,691 31,844

（１団体） △503 280 ― ―

計 116,602 66,703 6,691 31,844

（単位：百万円）



１１ 健全化判断比率及び資金不足比率

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

⑤資金不足比率

④
将
来
負
担
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

①
実
質
赤
字
比
率

※公営企業会計ごとに算定

※公営事業会計とは、公営企業会計に、収益事
業会計、交通共済事業会計、公立大学附属病院
事業会計を加えた会計。
本県では、これら３つの事業会計がないことから、
公営企業会計と公営事業会計の対象区分は同
一となります。

健全化判断比率及び資金不足比率が対象とする会計

③
実
質
公
債
費
比
率

地
方
公
共
団
体

普通会計

公営事業会計（※）

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、地方公共団体の財政健全性を示す指標が設けられています。（①実質赤字比率、②連結実質赤字
比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）また、公営企業の経営の健全性を示す指標として⑤資金不足比率が設けられています。

これらの比率のいずれかが早期健全化基準以上となると財政健全化計画、財政再生基準以上になると財政再生計画、公営企業が経営健全化基準以上とな
ると経営健全化計画の策定が義務づけられます。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２１

④④将来負担比率将来負担比率

⑤⑤資金不足比率資金不足比率
（公営企業会計）（公営企業会計）

③③実質公債費比率実質公債費比率

①①実質赤字比率実質赤字比率

②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率

実質収支は黒字（１８億円）であり、当該比率は該実質収支は黒字（１８億円）であり、当該比率は該
当しません当しません

普通会計の実質収支は黒字であり、また、全ての普通会計の実質収支は黒字であり、また、全ての
公営企業会計についても資金不足を生じていない公営企業会計についても資金不足を生じていない
ことから、当該比率は該当しませんことから、当該比率は該当しません

本県の比率本県の比率

一となります。

平成２２年度決算では、普通会計、公営企業会計ともに、実質赤字は発生していません。また、実質公債費比率及び将来負担
比率についても「財政再生基準」はもちろんのこと、「早期健全化基準」を大きく下回っており、健全な財政状況です。

普通会計における実質赤字の標準財政規模
（地方公共団体が 通常水準の行政活動を行う
上で必要な一般財源の総量）の額に対する比率

全会計（普通会計及び公営企業会計）における
実質赤字の標準財政規模の額に対する比率

普通会計が負担する実質的な公債費の標準財
政規模の額に対する比率（過去３か年平均）

公営企業、公社等を含めて、普通会計（一般会
計と特別会計の合算額）が将来負担すべき 実
質的な負債の標準財政規模の額に対する比率

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対す
る比率

――

――

早期健全化基準を大幅に下回っています早期健全化基準を大幅に下回っています15.415.4％％

早期健全化基準を大幅に下回っています早期健全化基準を大幅に下回っています

全ての公営企業において資金不足は発生していな全ての公営企業において資金不足は発生していな
いので、当該比率は該当しませんいので、当該比率は該当しません

257.9257.9％％

――

早期健全化基準

3.75％

早期健全化基準

8.75％

早期健全化基準

25％

早期健全化基準

400％

経営健全化基準

20％

――

――

14.7%14.7%

263.8%263.8%

――

H21決算 H22決算



１２ 本県の財政構造の特徴

・財政の健全性の維持

普通会計の実質収支は黒字であり、公営企業会計においても資金不足は発生して

いません。また、実質公債費比率、将来負担比率についても「早期健全化基準」を大

きく下回っており、財政の健全性を保っています。

・臨時財政対策債の増発等による県債残高の増、一方で通常債等残高

は減

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２２

補助公共事業費、直轄事業費、繰越事業費の減等により通常債等の残高は減少

したものの、交付税の振替財源である臨時財政対策債の大幅な増発を余儀なくされ

たことに伴い、県債残高は依然増嵩しています。

・財政構造改革努力による歳出の圧縮

公債費、社会保障関係費の増大や雇用・景気対策の実施等による歳出増の一方

で、「新財政構造改革プラン」に基づく職員定員の削減、事務事業の見直し等の改革

措置を実施することにより、歳出総額の増加を抑制しています。



１３ 福岡県新財政構造改革プラン

本県では平成１９年度に、今後見込まれる財源不足の圧縮に努め、将来にわたり安定した財政基盤を構築す
るため、新たな改革の方針や取組等を「新財政構造改革プラン」として取りまとめ、行政改革と一体となって財政
改革に取り組んでいるところです。

（１）行政改革大綱に掲げられた「少数精鋭体制の確立」を目指す取組みと一体となって、歳出・歳入全般にわたる財政構
造改革を計画的に実施。

（２）新たな行政需要への的確な対応を図るとともに、今後見込まれる財源不足額の圧縮に努める。

（３）社会資本整備の重点化、効率化に努め、県債発行の抑制を図り、平成２２年度には県債残高を減少に転換させる。

２ 改革の方針

１ 改革期間 平成１９年度～平成２３年度（５年間）

※人件費の削減や事務事業の見直しなどの改革措置は各年の目標を上回る効果を上げているが、急激な税収減に伴い、地方交付税の振り替えと
して発行する臨時財政対策債の大幅な増発を余儀なくされたことにより、平成２２年度には県債残高を減少させるという目標の達成には至りま
せんでしたが、臨時財政対策債を除く通常債等の残高は減少しています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２３

新財政構造改革プランにおける平成２２年度末の三基金の残高見込は２５０億
円でしたが、県税の増収、経費の節減に努めたこと等により、計画より１５１億円多
い４０１億円を確保しました。

３ 改革措置の内容

改革項目 内容 累積目標額 累積実績額

(1) 人件費の削減 職員数２，５００人削減、特殊勤務手当の見直し等 約４５０億円 ５５４億円

(2) 事務事業の見直し 改革期間中、毎年５０億円以上の事業見直しを実施 約８４０億円 １，０１６億円

(3) 建設事業費の県負担額の抑制 建設事業の重点化・効率化に努め、建設事業費の県負担額を抑制 約２７０億円 ３２６億円

(4) 社会保障費の増加の抑制 国の医療制度改革に伴う抑制措置に加え、県独自の抑制策を実施 約２６０億円 ２７３億円

(5) 財政収入の確保 県税の確保対策の強化、県有地の売却・活用等 約２８０億円 ２９２億円

合 計 約２，１００億円 ２，４６１億円

※累積実績額は平成23年度当初予算ベース。



１４ 行政改革について

○ 新たな行政改革大綱の策定に向け、福岡県行政改革審議会に県行政の諸

課題に係る改革方針について諮問（平成２３年９月５日）。

○ 現在の行政改革大綱策定から４年が経過し、新たな地方分権改革への対応、東日本大震

災を踏まえた県民の安全・安心への取組が求められるなど、県を取り巻く状況に新たな変化

⇒ 今後も必要な行政サービスを効果的・効率的に提供するためには、組織体制や事務事業

が現下の社会情勢・県民ニーズに適合したものとなるよう、引き続き行政改革を進める必要

目的

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２４

県行政の諸課題 各項目に係る課題（例）

(1) 簡素で効率的な県民視点の体制づくり

・ 定員管理の適正化と組織の見直し
・ 外郭団体の見直し
・ 事務権限の見直し
・ ガバナンスの強化
・ 透明性の向上 など

(2) 自ら考え行動する意欲あふれる人づくり ・ 人材育成 など

(3) 時代と県民ニーズに即応した施策の推進 ・ 県政情報の積極的発信と県民ニーズの把握 など

(4) 歳入・歳出の改革
・ 事務事業の見直し
・ 収入確保の取組 など

諮問内容



１５ 福岡県市場公募債の発行計画（平成２３年度）

（単位：億円）

★フレックス枠の設定
投資家の皆様のニーズに応じて「フレックス枠」を活用

し、柔軟に対応いたします。

★５年債と１０年債は隔月交互に発行
１０年債は、事前に発行額が明示されている方が購入

しやすいとのニーズに応えるため、平成２３年度より各月
計画額を１５０億円に増額しております。

★多様な年限で発行
投資家の皆様の多様なニーズに応えるため、５年債、

１０年債、超長期債（２０年債、３０年債等）を発行します。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２５

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

５ 年 債 100 100 100 100 100 500

10 年 債 150
250
150

150 150 150
850
750

超長期債
20年債

　200

20年債

　200
  100

500
400

フレックス
枠

200
400

合 計 200 150 100
450
250

100 150 100 150 100 150 100 2,050

200
400

100

※平成２３年１０月時点



１６ 本県起債運営の特長(1)

投資家の皆様の資金計画が立てやすくなるよう、条件決定の日付を特定しています。

①条件決定日を原則「毎月１０日」としています。
（５年債、１０年債）

②本県債の条件決定交渉窓口を一本化した 「競争

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２６

【競争型幹事方式とは】
幹事会社（２社）に多くのシェア（１３０億円）を持たせ、当該幹事会社が投資家に対

してマーケティングを行い、適正な発行条件を決定する方法です。
大口での購入をご希望される投資家の方々のニーズにお応えできる発行方式です。
また、多くの投資家の方々にご購入いただけるよう、引受金融機関を１２社（幹事２

社を含む。）としています。

②本県債の条件決定交渉窓口を一本化した 「競争
型幹事方式」の継続採用（１０年債）



１６ 本県起債運営の特長(2)

③「総合主幹事グループ制」を継続採用（超長期債）

本県は、起債の時期、年限などの決定に当たり、投資家の皆様の希望を十分聴き、反
映させることとしています。
「総合主幹事グループ制」は、超長期債の幹事会社を早期に明らかにし、年間を通じて

投資家の皆様と継続的に対話を行うことができる仕組みです。

福 岡 県

総合主幹事グループ制関係図

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２７

本県では、これらの取組や積極的なＩＲ活動を通じて、投資家の皆様との対話をより
緊密に、継続的に行い、透明性・機動性の高い起債運営を目指してまいります。

福岡県と総合主幹事グループが年間を通じて、投資家ニーズや起債
環境を確認しながら、超長期債の年限や起債時期について協議

福 岡 県

総合事務主幹事
（すべての起債の事務主幹事）

総合主幹事グループ

総合共同主幹事 総合共同主幹事 総合共同主幹事 総合共同主幹事


